
品川区公害健康被害の補償等に関する法律の実施に係る文書料支出要綱

制定 昭和５０年９月 ５日 区長決定  

改正 昭和６１年３月２９日 要綱第１０号

昭和６３年２年２９日 要綱第 ７号

平成 元年３月２８日 要綱第１５号

平成 ３年４月 １日 要綱第３３号

平成 ９年５月 １日 要綱第６２号

令和元年９月１１日 要綱第２９９号

（目 的）

第１条 この要綱は、公害健康被害の補償等に関する法律（昭和４８年法律第１１１号。

以下「法」という。）の規定に基づく認定、障害の程度の決定および補償給付の支給

決定に際し必要な審査資料または添付書類等の文書の料金（以下「文書料」という。）

について、支出基準を定め、あわせて当該文書料を負担した者に対する補助金の支出

基準を定めることにより、公害健康被害補償事業の適正かつ円滑な実施に資すること

を目的とする。

（支出の対象となる文書および支出の目的）

第２条 支出の対象となる文書は、別表第１欄に掲げるものとし、同表第２欄に掲げる

目的で支出するものとする。

（請求者および補助対象者）

第３条 区長に対し、文書料を請求できる者または文書料の負担に対する補助金（以下

「文書料補助金」という。）を請求できる者（以下「補助対象者」という。）は、別表

第３欄に掲げる者とする。

第４条 文書料または文書料補助金は、別表第４欄に掲げる支出の要件に該当する場合

に支出するものとし、支出金額は同表第５欄に掲げる額とする。

（請求および支出の方法）

第５条 文書料または文書料補助金は、別表第６欄に掲げる方法により請求し、同表第

７欄に掲げる方法により支出するものとする。

付 則

１ この要綱は、昭和５０年９月５日から施行し昭和４９年１１月３０日から適用する。

２ 昭和５０年４月１日以降すでに支出した主治医診断報告書に係る文書料について

は、その支出金額が第４条で規定する金額に満たない分についてのみこの要綱を適用

するものとする。

付 則

 この要綱は、昭和５１年６月１日にさかのぼり適用する。



付 則

 この要綱は、昭和５１年１１月１日にさかのぼり適用する。ただし、診療報酬請求明

細書および公害調剤報酬明細書のうち昭和５１年９月以前の診療に係るものについて

は、なお従前の例による。

付 則

 この要綱は、昭和５２年４月１日にさかのぼり適用する。

付 則

 この要綱は、昭和５２年１１月１日から適用する。ただし、診療報酬請求明細書およ

び公害調剤報酬明細書のうち昭和５２年９月以前の診療に係るものについては、なお従

前の例による。

付 則

 この要綱は、昭和５３年４月１日から適用する。ただし、診療報酬請求明細書の昭和

５３年３月以前の診療に係るものについては、なお従前の例による。

付 則

 この要綱は、昭和５４年４月１日から適用する。ただし、診療報酬請求明細書の昭和

５４年３月以前の診療に係るものについては、なお従前の例による。

付 則

 この要綱は、昭和５５年４月１日から適用する。ただし、診療報酬請求明細書の昭和

５５年３月以前の診療に係るものについては、なお従前の例による。

付 則

 この要綱は、昭和５６年４月１日から適用する。ただし、診療報酬請求明細書の昭和

５６年３月以前の診療に係るものについては、なお従前の例による。

付 則

 この要綱は、昭和５８年４月１日から適用する。ただし、診療報酬請求明細書の昭和

５８年３月以前の診療に係るものについては、なお従前の例による。

付 則

 この要綱は、昭和６１年４月１日から適用する。

付 則

 この要綱は、昭和６３年３月１日から適用する。

付 則

 この要綱は、平成元年４月１日から適用する。ただし、医学的検査結果報告書、主治

医診断報告書、認定死亡患者主治医診断報告書、認定更新および障害程度に関する主治

医診断報告書、リハビリ参加者主治医意見書、および転地療養参加者主治医意見書の平

成元年３月以前の役務の提供完了に係るものについては、なお従前の例による。

付 則



 この要綱は、平成３年４月１日から適用する。

付 則

 この要綱は、平成９年５月１日から適用する。

付 則

 この要綱は、令和元年 10月 1日から適用する。



別　表
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８
支出の対象 支出の目的 補助対象者 　支出の要件 支出金額 請求方法 支出方法 備　考
となる文書名 または請求者
Ａ 　次に該当する場合に支払うものとする。

Ｂ 　次の各号の一に該当する場合に支払うものとする。

２．法第２５条第１項もしくは第２８条第１項もしく
は第４項または第３９条第１項もしくは第３項の規定
に基づく障害の程度の審査に際し、医学的検査結果報
告書を提出したとき。

　法第４条第１
項第５条第１項
または第６条の
規定に基づく被
認定者もしくは
その養育者また
は被認定者もし
くは認定死亡者
の遺族等

　ただし、
国公立病院
その他公共
的医療機関
にあっては
所定の納入
告知書また
は納付書に
より支払う
ものとす
る。

　医学的検
査料の請求
に際し、合
わせて請求
するものと
する。

　１件につき５
００円に「消費
税法第２９条お
よび地方税法第
７２条の８３に
定める税率を乗
じて得た額の合
計額」を加えた
額。
　ただし、区長
が特に認めると
きは、１件につ
き２０００円に
「消費税法第２
９条および地方
税法第７２条の
８３に定める税
率を乗じて得た
額の合計額」を
加えた額とす
る。

　診断書、病
状証明書およ
び死亡診断書

　請求者の
指定する振
込口座に振
込むものと
する。

　１件につき１
０００円。ただ
し、現に要した
費用の額を超え
ないものとす
る。

　医学的検査
結果報告書

　請求者の
指定する振
込口座に振
込むものと
する。

　公害健康被害の補償等に関する法律施行規則　昭和
４９年総理府令第６０号（以下｢規則」という。）第
１条第２項第２号、第５条第２項第１号、第６条第２
項第２号もしくは第３号、第８条第２項、第１３条第
２項第１号、第２３条第２項第１号、第２４条第２項
第１号、第２６条第２項、第２８条第２項第１号、第
２９条第２項第１号、第３６条第２項第１号または第
３７条第２項第１号の規定に基づき医師の診断書、病
状証明書または死亡診断書を提出し、法の規定に基づ
き認定され、または支給決定されたとき。

１．法第４条第１項、第５条第１項もしくは第６条ま
たは第８条の規定に基づく認定審査に際し、医学的検
査結果報告書を提出したとき。

　被認定者また
はその遺族等の
診断書料もしく
は病状証明書料
または死亡診断
書料の負担に対
する補助

　医学的検査結
果報告の作成に
対する報償

　「診断書
料補助金請
求書」（別
紙様式第１
号）を区長
に提出する
ものとす
る。

　医学的
検査の実
施に関す
る委託契
約を締結
する。

　医学的検査を
実施した医療機
関の代表者



１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８
支出の対象 支出の目的 補助対象者 　支出の要件 支出金額 請求方法 支出方法 備　考
となる文書名 または請求者
Ｃ 　次の各号の一に該当する場合に支払うものとする。

Ｄ 　次に該当する場合に支払うものとする。

　１件につき３７
００円に「消費税
法第２９条および
地方税法第７２条
の８３に定める税
率を乗じて得た額
の合計額」を加え
た額。
　ただし、国公立
病院に係る分につ
いては３７００円
以内の額に「消費
税法第２９条およ
び地方税法第７２
条の８３に定める
税率を乗じて得た
額の合計額」を加
えた額とする。

１．法第２５条第１項もしくは第２８条第２項もしく
は第４項または第３９条第１項もしくは第３項の規定
に基づく被認定者の障害の程度の審査に際し規則第１
９条第２項もしくは第２０条第２項もしくは第２２条
第２項または第３１条第２項第１号もしくは第３２条
第２項第１号もしくは第３４条第２項に規定する認定
疾病に係る障害の状態に関する医師の診断書（以下
「主治医診断報告書」という。）を提出したとき。

２．法第２９条第１項もしくは第２項または第３５条
第１項もしくは第２項の規定に基づく被認定者または
認定死亡者の死亡原因の審査に際し法第４３条の規定
に基づく他原因の参酌に関する医師の診断書（以下
「認定死亡患者主治医診断報告書」という。）を提出
したとき。

　法第８条第１項および第２項の規定に基づく認定の
更新の審査に際し、主治医が認定更新用主治医診断報
告書（別紙様式第３号）を提出したとき。

　被認定者の認
定更新および障
害程度の判定に
係る主治医診断
報告書の作成に
対する報償 　ただし、

国公立病院
その他公共
的医療機関
にあっては
所定の納入
告知書また
は納付書に
より支払う
ものとす
る。

　請求者の
指定する振
込口座に振
込むものと
する。

　認定更新
用主治医診
断報告書の
提出をもっ
て文書料の
請求があっ
たものとみ
なす。

　ただし、
国公立病院
その他公共
的医療機関
にあっては
所定の納入
告知書また
は納付書に
より支払う
ものとす
る。

　主治医診
断報告書ま
たは認定死
亡患者主治
医診断報告
書の提出を
もって文書
料の請求が
あったもの
とみなす。

　公害健康被
害認定患者の
認定更新およ
び障害程度に
関する主治医
診断報告書
（以下「認定
更新用主治医
診断報告書」
という。）

　主治医診断
報告書および
認定死亡患者
主治医診断報
告書

　被認定者の主
治医が所属する
医療機関の代表
者

　主治医診断報
告書および認定
死亡患者主治医
診断報告書の作
成に対する報償

　請求者の
指定する振
込口座に振
込むものと
する。

　被認定者の主
治医が所属する
医療機関の代表
者

 １件につき４７０
０円に「消費税法
第２９条および地
方税法第７２条の
８３に定める税率
を乗じて得た額の
合計額」を加えた
額。
 ただし、障害程度
の判定に関する部
分の記載のないも
のは、１件につき
３７００円に「消
費税法第２９条お
よび地方税法第７
２条の８３に定め
る税率を乗じて得
た額の合計額」を
加えた額とする。



１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８
支出の対象 支出の目的 補助対象者 　支出の要件 支出金額 請求方法 支出方法 備　考
となる文書名 または請求者
Ｄ１ 　次に該当する場合に支払うものとする。

Ｅ 　次に該当する場合に支払うものとする。

　法第４６条第１項の規定に基づき実施するリハビリ
テーション教室に参加する資格を有する者に関し、主
治医が「リハビリ参加者主治医意見書」を作成したと
き。

　１件につき２
５００円に「消
費税法第２９条
および地方税法
第７２条の８３
に定める税率を
乗じて得た額の
合計額」を加え
た額とする。

　被認定者の主
治医が所属する
医療機関の代表
者

　公害診療
報酬の支払
額に加算し
て、請求者
の指定する
振込口座に
振込むもの
とする。

　請求者の
指定する振
込口座に振
込むものと
する。

　ただし、
国公立病院
その他公共
的医療機関
にあっては
所定の納入
告知書また
は納付書に
より支払う
ものとす
る。

　診療報酬請求
明細書の記載お
よび送付等に係
る事務手数料に
対する補助

　リハビリ
テーション
（水泳、ぜん
息体操、かん
ぷうまさつ）
教室参加につ
いての主治医
の意見書（以
下「リハビリ
参加者主治医
意見書」とい
う。）

　リハビリテー
ション参加に係
る主治医意見書
の作成

　１件につき５０
０円に「消費税法
第２９条および地
方税法第７２条の
８３に定める税率
を乗じて得た額の
合計額」を加えた
額。
　ただし、非公害
医療機関にあって
は、１,２５１円に
「消費税法第２９
条および地方税法
第７２条の８３に
定める税率を乗じ
て得た額の合計額
を加えた額」の１
０円未満を切り上
げた額とする。

　公害診療
報酬請求明
細書の提出
をもって補
助金の請求
があったも
のとみな
す。

　診療報酬請
求明細書

　被認定者に係
る公害診療を実
施した医療機関
の代表者。ただ
し国公立病院を
除く。

　法に基づく被認定者の指定疾病の診療に関し公害医
療機関の診療報酬の請求に関する総理府令（昭和４９
年総理府令第６４号。以下「府令」という。）の規定
に基づく公害診療報酬請求明細書を提出したとき。た
だし非公害医療機関にあっては、診療報酬請求明細書
を提出したとき。

　「リハビ
リ参加者主
治医意見
書」（別紙
様式第４
号）の提出
をもって文
書料の請求
があったも
のとみな
す。



１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８
支出の対象 支出の目的 補助対象者 　支出の要件 支出金額 請求方法 支出方法 備　考
となる文書名 または請求者
Ｆ 　次に該当する場合に支払うものとする。

Ｇ 　次に該当する場合に支払うものとする。

　療養手当の請
求に係る診療実
日数証明書料の
負担に対する補
助

　被認定者また
はその養育者も
しくは遺族等

　診療実日数
証明書

　療養費の
支払額に加
算して請求
者の指定す
る振込口座
に振込むも
のとする。

　法第２４条第１項または第２項の規定に基づく療養
費の請求に際し、規則第１８条第２項の規定に基づき
診療等の内容の証明書を提出したとき。

　１件につき１
０００円。ただ
し、現に要した
費用の額を超え
ないものとす
る。

　診療内容
証明書の提
出をもっ
て、補助金
の請求が
あったもの
とみなす。

　療養費の請求
に係る診療内容
証明書料の負担
に対する補助

　療養手当
の支払額に
加算して、
請求者の指
定する振込
口座に振込
むものとす
る。

　法第４０条の規定に基づく療養手当の請求に際し、
規則第３５条第２項の規定に基づき療養を受けること
を要した日数の証明書を提出したとき。

　診療内容証
明書

　診療実日
数証明書の
提出をもっ
て補助金の
請求があっ
たものとみ
なす。ただ
し、公害診
療報酬請求
明細書また
は診療報酬
請求明細書
の診療実日
数欄に記載
があるとき
は、証明書
の提出を省
略できるも
のとする。

　１件につき１
０００円。ただ
し、現に要した
費用の額を超え
ないものとす
る。

　被認定者また
はその養育者も
しくは遺族等



１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８
支出の対象 支出の目的 補助対象者 　支出の要件 支出金額 請求方法 支出方法 備　考
となる文書名 または請求者
 Ｈ 　次に該当する場合に支払うものとする。

 Ｉ 　次に該当する場合に支払うものとする。 　「転地療
養参加者主
治医意見
書」（別紙
様式第２
号）の提出
をもって文
書料の請求
があったも
のとみな
す。

　法第４６条第１項の規定に基づき実施する転地療養
に参加する資格を有する者に関し、主治医が「転地療
養参加者主治医意見書」を作成したとき。

　転地療養参加
者に係る主治医
意見書の作成に
対する報償

　「転地療養
事業」参加に
ついての主治
医の意見書
（以下「転地
療養参加者主
治医意見書」
という。）

　被認定者の主
治医が所属する
医療機関の代表
者

　公害調剤
報酬の支払
額に加算し
て、請求者
の指定する
振込口座に
振込むもの
とする。

　公害調剤報
酬明細書

　公害調剤報酬
明細書の記載お
よび送付等に係
る事務手数料に
対する補助

　被認定者に係
る公害調剤を実
施した薬局等の
代表者。ただ
し、国公立病院
を除く。

　法に基づく被認定者の指定疾病の診療に関し、府令
の規定に基づく公害調剤報酬明細書を提出したとき。

　１件につき２５
０円に「消費税法
第２９条および地
方税法第７２条の
８３に定める税率
を乗じて得た額の
合計額」を加えた
額とする。

　１件につき２
５００円に「消
費税法第２９条
および地方税法
第７２条の８３
に定める税率を
乗じて得た額の
合計額」を加え
た額とする。

　公害調剤
報酬明細書
の提出を
もって補助
金の請求が
あったもの
とみなす。


